大阪府域で「旅館業を経営される皆様」へ
※注意　大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び
東大阪市で開設される方は、それぞれの管轄保健所にご相談願います。

業として旅館業（旅館・ホテル営業、簡易宿所営業、下宿営業、季節的旅館業営業を含む）を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければなりません。
（旅館業法第３条第１項）

 審査基準 
旅館業の許可を受けるには、「設置場所の規定」と「構造設備の基準」に適合することが必要です。又、次の事項に申請者が該当する場合は許可を与えないことがあります。
（旅館業法第３条第２項）
１）心身の故障により旅館業を適正に行うことができない者
（精神の機能の障害により、旅館業を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者）
２）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
３）拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律若しくはこの法律に基づく処分に違反して罰金以下の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して三年を経過していない者
４）第８条の規定により許可を取り消され、取消しの日から起算して三年を経過していない　者
５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から起算して五年を経過しない者（「 8）」において「暴力団員等」という。）
６）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するもの
７）法人であって、その業務を行う役員のうちに１）から５）までのいずれかに該当する者があるもの
８）暴力団員等がその事業活動を支配する者

◇設置場所の規定（旅館業法第３条第３項）
許可の申請に係る施設の設置場所が、次に掲げる施設の敷地（これらの用に供するものと決定した土地を含む。）の周囲おおむね１００メートルの区域内にある場合において、その設置によって当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときは許可を与えないことがあります。
１）学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園
２）児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設
３）社会教育法第２条に規定する社会教育に関する施設その他の施設で、都道府県の条例で定めるもの（大阪府旅館業法施行条例第３条）
・図書館法第２条第１項に規定する図書館
・博物館法第２条第１項に規定する博物館及び同法第３１条第２項に規定する指定施設
・社会教育法第２０条に規定する公民館
・都市公園法第２条第１項に規定する都市公園
・学校教育法第１２４条に規定する専修学校及び同法第１３４条第１項に規定する各種学校のうち、１８歳未満の者の利用に供されるもの
・青少年の健全な育成を図るための施設、スポーツ施設その他の施設で、国、地方公共団体又は公共的団体が設置するもののうち、主として１８歳未満の者の利用に供される施設又は多数の１８歳未満の者の利用に供される施設で知事が指定するもの（公示施設）

◇構造設備の基準（旅館業法第３条第２項）
	営業の種別
	旅館業法施行令
	大阪府旅館業法施行条例

	旅館・ホテル営業
	第１条第１項
	第７条

	簡易宿所営業
	第１条第２項
	第８条

	下宿営業
	第１条第３項
	第９条



◇構造設備の基準の特例（旅館業法施行令第２条、旅館業法施行規則第５条）
旅館・ホテル営業又は簡易宿所営業の施設のうち、１）～３）に該当する施設
１）キャンプ場、スキー場、海水浴場等において特定の季節に限り営業する施設
２）交通が著しく不便な地域にある施設であって、利用度の低いもの
３）体育会、博覧会等のために一時的に営業する施設
４）農林漁業者が農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律（平成６年法律第４６号）第２条第５項に規定する農林漁業体験民宿業を営む施設
１）～３）については、旅館業法施行令第１条第１項第１号及び第２号並びに第２項第１号の基準は適用しない。又、季節的状況、地理的状況等によって旅館業法施行令第１条第１項第４号及び第２項第４号の基準による必要がない場合又はこれらの基準によることができない場合であって、かつ、公衆衛生の維持に支障がないときは、これらの基準によらないことができるものとする。
４）については、旅館業法施行令第１条第２項第１号の基準は適用しない。

 標準処理期間 
２０日

＜許可申請の手続き＞
旅館業の営業許可を受けようとされる方は、事前に、営業施設の場所を所管する保健所にご相談ください。
別紙「旅館業営業許可申請の提出から営業開始までの流れ」をご覧ください。

＜申請書及び変更等の届出様式＞
・旅館業許可申請書（様式第１号）
・旅館業譲渡承継承認申請書（様式第２号）
・旅館業合併承継申請書（様式第３号）
・旅館業分割承継申請書（様式第４号）
・旅館業相続承継申請書（様式第５号）
・旅館業変更届出書（様式第６号）
・旅館業停止届出書（様式第７号）
・旅館業廃止届出書（様式第８号）

